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議案第23号 

令和５年度横須賀市水道事業会計予算 

（総   則） 

第１条 令和５年度横須賀市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

 (１) 給 水 栓 数                               196,600栓 

 (２) 年 間 総 給 水 量                             57,936,000立方メートル 

 (３) 一 日 平 均 給 水 量                               158,300立方メートル 

 (４) 主要な建設改良事業 

    配 水 施 設 整 備 事 業            事業費              3,920,000千円 

    小雀系基幹施設整備事業 事業費                398,302千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

 第１款 水 道 事 業 収 益                           11,032,611千円 

  第１項 営 業 収 益                          10,026,296千円 

  第２項 営 業 外 収 益                           1,003,315千円 

  第３項 特 別 利 益                             3,000千円 

支         出 

 第１款 水 道 事 業 費 用                           10,439,020千円 

  第１項 営 業 費 用                           10,322,816千円 

  第２項 営 業 外 費 用                             81,156千円 

  第３項 特 別 損 失                             20,048千円 

  第４項 予 備 費                            15,000千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額 4,595,896千円は、当年度分損益勘定留保資金 2,932,399千円、建設改良積立金 

956,714千円、繰越利益剰余金処分額 356,890千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額 349,893千円で補てんするものとする。）。 

収         入 

 第１款 資 本 的 収 入                             1,665,084千円 

  第１項 企 業 債                            1,500,000千円 

  第２項 負 担 金                              149,891千円 

  第３項 補 助 金                    15,193千円 

                                支         出 

 第１款 資 本 的 支 出                             6,260,980千円 

  第１項 建 設 改 良 費                            5,202,851千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金                            1,058,129千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

事   項 期   間 限 度 額 

水 道 管 整 備 工 事 
令和６年度から 

令和７年度まで 
3,650,659

水 道 電 気 設 備 整 備 令 和 ６ 年 度 94,408

水 道 施 設 整 備 
令和６年度から 

令和７年度まで 
282,224
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（企 業 債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

配水施設整備事業費に充当 1,500,000
普通貸借又 

は証券発行

8.0％以内 

（ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率）

政府資金についてはその融

資条件により、その他の場 

合には借入れの日から据置 

期間を含め、40年以内に償 

還する。ただし財政の都合 

により据置期間及び償還期 

限を短縮し、もしくは繰上 

償還又は本議決の範囲内で 

未償還額を借換えすること 

ができる。事業の進捗等に 

より起債額の全部又は一部 

を翌年度に繰越しあるいは 

限度額の範囲内において一 

時借入金又は短期債を起こ 

すことができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、 1,000,000千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税） 

(２) 営業費用と特別損失（半原水源系統整理費） 

(３) 建設改良費と企業債償還金（企業債償還金） 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額 

 に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に 

 流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 (１) 職 員 給 与 費                 1,581,978千円 

 (２) 交   際   費                      50千円 

（他会計からの補助金） 

第10条 事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、10,523千円である。 
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（利益剰余金の処分） 

第11条 繰越利益剰余金のうち 356,890千円は、次のとおり処分するものと定める。 

 (１) 繰 越 利 益 剰 余 金 

  ア 建設改良積立金                  356,890千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第12条 たな卸資産の購入限度額は、 100,000千円と定める。 

  令和５年２月14日提出 

                         横須賀市長  上 地 克 明 
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令和５年度横須賀市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収         入 

                                     （単位 千円） 

款 項 目 予定額 備    考 

１ 水 道 事 業

  収   益 
 11,032,611  

 １ 営 業 収 益       10,026,296  

  １ 給 水 収 益      9,660,662 水道料金及び分水料金 

２ 受 託 工 事

  収    益 
70,296 

給水装置工事及び配水管布設工事等の 

受託による収益 

３ そ  の  他 

  営 業 収 益
295,338 

福祉減免負担金、下水道事務負担金

その他 

 ２ 営業外収益  1,003,315  

１ 水 道 利 用

  加  入  金 
183,227 

給水装置新設等の申込者から徴収す

る水道利用加入金 

２ 受 取 利 息

  及び配当金 
1,715 銀行預金利息 

３ 他  会  計 

  補  助  金 
10,523 児童手当に係る一般会計補助金 

４ 長期前受金 

  戻     入 
641,766 長期前受金からの収益化額 

  ５ 雑  収  益 166,084 使用料その他 

 ３ 特 別 利 益       3,000  

１ 過年度損益 

  修  正  益 
3,000 過年度収入の修正見込額 
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支         出 

                                     （単位 千円） 

款 項 目 予定額 備    考 

１ 水 道 事 業

  費   用 
 10,439,020  

 １ 営 業 費 用       10,322,816  

  １ 原 水 費 105,728 
取水及び導水施設の維持管理に要する 

経費 

  ２ 浄 水 費 836,881 
浄水、浄水施設の維持管理及び水質試 

験に要する経費 

  ３ 配 水 費 1,304,794 配水施設の維持管理に要する経費 

  ４ 給 水 費 887,018 
給水管の維持管理及び量水器の取替等 

に要する経費 

  ５ 受託工事費 52,617 
給水装置工事及び配水管布設工事等の 

受託工事に要する経費 

６ 共 同 施 設

  維持負担金 
1,076,241 

城山ダム等共同施設の維持管理に要す 

る費用の負担金 

  ７ 受 水 費 1,758,310 
神奈川県内広域水道企業団からの受水 

費 

  ８ 業 務 費 277,122 
料金の調定その他徴収業務に要する経 

費 

  ９ 総 係 費 605,910 事業活動の全般に関連する経費 

  10 減価償却費 3,230,819 償却資産に対する減価償却費 

  11 資産減耗費 187,376 固定資産の除却及び撤去に要する経費 

 ２ 営業外費用  81,156  

１ 支 払 利 息

  及び企業債 

  取 扱 諸 費

81,113 企業債利息及び一時借入金利息 

２ 消費税及び 

  地方消費税 
1  

  ３ 雑 支 出 42  
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款 項 目 予定額 備    考 

 ３ 特 別 損 失       20,048  

１ 過年度損益 

  修 正 損 
5,000 過年度支出の修正見込額 

２ 半 原 水 源 

  系統整理費 
15,048 半原水源系統施設の撤去等に係る損失 

 ４ 予 備 費  15,000  

  １ 予 備 費 15,000  

－ 7 －



資本的収入及び支出

収         入 

                                     （単位 千円） 

款 項 目 予定額 備    考 

１ 資本的収入   1,665,084  

 １ 企 業 債  1,500,000  

  １ 建設企業債 1,500,000 配水施設整備事業に充当する企業債 

 ２ 負 担 金  149,891  

  １ 工事負担金 149,891 
配水管布設、消火栓設置等の工事負担 

金 

 ３ 補 助 金  15,193  

  １ 国庫補助金 15,193 
水道事業運営基盤強化推進等事業に係

る国庫補助金 
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支         出 

                                     （単位 千円） 

款 項 目 予定額 備    考 

１ 資本的支出   6,260,980  

 １ 建設改良費  5,202,851  

  １ 施 設 費 884,549 
配水管新設、量水器設置、固定資産購 

入、共同施設改良その他に要する経費 

２ 配 水 施 設

  整備事業費 
3,920,000 配水施設整備事業に要する支出額 

３ 小雀系基幹 

  施設整備費 
398,302 

小雀系基幹施設整備事業に要する支出 

額 

２ 企 業 債 

  償 還 金 
 1,058,129  

１ 企 業 債 

  償 還 金 
1,058,129 既定債に対する元金償還金 
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令和５年度横須賀市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで） 

（単位 千円） 

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

(1) 当年度純利益                                                         234,607 

(2) 減価償却費                                                           3,230,819 

(3) 資産減耗費                                                             176,276 

 (4) 貸倒引当金の増加額                                                        695 

(5) 退職給付引当金の増加額                                                 167,038 

(6) 賞与引当金の増加額                                                      5,164 

(7) 長期前受金戻入額                                                     △641,766 

(8) 受取利息及び配当金                                                     △1,715 

(9) 支払利息及び企業債取扱諸費                                              81,113 

(10) 未収金の減少額                                                           3,300 

小計                                                                 3,255,531 

(11) 利息及び配当金の受取額                                                   1,715 

(12) 利息及び企業債取扱諸費の支払額                                        △80,737 

業務活動によるキャッシュ・フロー                                     3,176,509 
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２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

(1) 有形固定資産の取得による支出                                       △4,800,864 

 (2) 無形固定資産の取得による支出                                          △52,374 

(3) 国庫補助金による収入                                                    15,193 

 (4) 負担金による収入                                                       148,998 

投資活動によるキャッシュ・フロー                                   △4,689,047 

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

(1) 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入                     1,500,000 

(2) 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出             △1,058,129 

     財務活動によるキャッシュ・フロー                                      441,871 

資金増減額                                                         △1,070,667 

資金期首残高                                                         3,510,554 

資金期末残高                                                         2,439,887 

注記 

 重要な非資金取引 

  当年度、新たに計上する受贈による資産の取得額は、5,540千円の見込みである。 
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給 与 費 明 細 書 

１ 総 括                                （単位 千円） 

区 分 

職 員 数 給 与 費 
法  定 

福利費 
合 計 

特別職 

（人）

一般職 

（人）
報 酬 給 料 手 当 計 

本年度   1 
172 

( 15) 
0 681,741 657,683 1,339,424 230,674 1,570,098 

前年度   1 
172 

( 12) 
78 668,908 558,061 1,227,047 224,299 1,451,346 

比 較   0 
 0  

( 3) 
△78 12,833 99,622 112,377 6,375 118,752 

 ※１ 職員数欄の（ ）内の数字は、短時間勤務職員等の人数（外数） 
    なお、地方公務員法第28条の５第１項に規定する再任用短時間勤務職員はいない。 
 ※２ 手当には、退職給付費及び賞与引当金繰入額を含む。 
 ※３ 法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。 

 手 当

 の 内 訳

区   分 扶 養 手 当       地 域 手 当 住 居 手 当       通 勤 手 当
特 殊 勤 務 

手 当 

本 年 度 19,156 71,084 27,104 21,265 2,009

前 年 度 18,831 70,045 29,973 21,755 1,865

比   較 325 1,039 △2,869 △490 144

区   分 
夜 間 勤 務

手    当 

時間外勤務

手    当 
管理職手当

期末、勤勉 

手    当 
退 職 手 当

本 年 度 2,085 50,147 14,460 283,335 167,038

前 年 度 2,125 49,849 13,620 270,495 79,503

比   較 △40 298 840 12,840 87,535

 ※ 期末、勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。 
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(1) 会計年度任用職員以外の職員                     （単位 千円） 

区 分 

職 員 数 給 与 費 
法  定 

福利費 
合 計 

特別職 

（人）

一般職 

（人）
報 酬 給 料 手 当 計 

本年度   1 
 169 

(   ) 
0 654,570 647,465 1,302,035 226,001 1,528,036 

前年度   1 
 169 

(   ) 
78 644,780 548,718 1,193,576 219,193 1,412,769 

比 較   0 
  0  

(  ) 
△78 9,790 98,747 108,459 6,808 115,267 

 ※１ 職員数欄の（ ）内の数字は、短時間勤務職員等の人数（外数） 
 ※２ 手当には、退職給付費及び賞与引当金繰入額を含む。 
 ※３ 法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。 

 手 当

 の 内 訳

区   分 扶 養 手 当       地 域 手 当 住 居 手 当       通 勤 手 当
特 殊 勤 務 

手 当 

本 年 度 19,156 68,964 27,104 19,405 2,009

前 年 度 18,831 67,869 29,973 20,162 1,865

比   較  325 1,095 △2,869 △757 144

区   分 
夜 間 勤 務

手    当 

時間外勤務

手    当 
管理職手当

期末、勤勉 

手    当 
退 職 手 当

本 年 度 2,085 50,147 14,460 277,397 166,738

前 年 度 2,125 49,849 13,620 265,221 79,203

比   較 △40 298 840 12,176 87,535

 ※ 期末、勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。 
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(2) 会計年度任用職員                          （単位 千円） 

区 分 
職員数 

（人） 

給 与 費 
法  定 

福利費 
合 計 

報 酬 給 料 手 当 計 

本年度 
  3  

( 15) 
0 27,171 10,218 37,389 4,673 42,062 

前年度 
  3  

( 12) 
0 24,128 9,343 33,471 5,106 38,577 

比 較 
  0  

(  3) 
0 3,043 875 3,918 △433 3,485 

 ※１ 職員数欄の（ ）内の数字は、短時間勤務職員等の人数（外数） 
 ※２ 手当には、退職給付費及び賞与引当金繰入額を含む。 
 ※３ 法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。 

手 当

の 内 訳

区   分 地 域 手 当 通 勤 手 当      期 末 手 当 退 職 手 当

本 年 度 2,120 1,860 5,938 300

前 年 度 2,176 1,593 5,274 300

比   較 △56 267 664 0

 ※ 期末手当には、賞与引当金繰入額を含む。 
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２ 給料及び手当の増減額の明細                      （単位 千円） 

区

分 
増減額 増減事由別内訳 説     明 備         考 

給 

料 

12,833 １．給与改

定に伴う増

減分 

1,981 給与改定の状況 

 前年度 給与の改定率 0.3％ 

２．昇給に

伴う増加分 

7,360 平均昇給率 1.3％ 

３．その他

の増減分 

3,492 人事異動新陳代謝等に

伴う増減分   3,492 

手 

当 

99,622 １．制度改

正に伴う増

減分 

6,312 期末、勤勉手当 

6,312  

期末、勤勉手当 

 年間支給率 (月分) の状況 

  本年度   4.4 月分 

  前年度   4.3 月分 

  増 減   0.1 月分 

２．その他

の増減分 

93,310 扶養手当      325 

地域手当      1,039 

住居手当     △2,869 

通勤手当      △490 

特殊勤務手当     144 

夜間勤務手当   △40 

時間外勤務手当  298 

管理職手当     840 

期末、勤勉手当 

        6,528 

退職手当    87,535 
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３ 給料及び手当の状況 

 (1) 職員１人当たり給与 

区       分 一 般 職 区       分 一 般 職 

５年１月１日 

現    在 

平均給料月額 315,938円 

４年１月１日 

現    在 

平均給料月額 309,257円 

平均給与月額 390,863円 平均給与月額 383,390円 

平 均 年 齢       43歳５月 平 均 年 齢       43歳１月 

 (2) 初 任 給 

区     分 一  般  職 
一般会計の制度 

一  般  職 

高   校   卒 165,300円 165,300円 

大   学   卒 194,900円 194,900円 

 (3) 級別職員数 

区 

分 

一   般   職 区 

分 

一   般   職 

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

５ 

年

１ 

月 

１ 

日 

現 

在 

８ 級   1 0.6

４ 

年

１ 

月 

１ 

日 

現 

在 

８ 級   1 0.6

７ 級   3 1.8 ７ 級   2 1.2

６ 級   4 2.4 ６ 級   5 2.9

５ 級   9 5.3 ５ 級   8 4.7

４ 級  24 14.3 ４ 級  25 14.7

３ 級  71 42.3 ３ 級  70 41.2

２ 級  56 33.3 ２ 級  56 32.9

１ 級   0 0 １ 級   3 1.8

計 
168 

 （ ） 
100.0 計 

170 

 （ ） 
100.0

※ 職員数欄の（ ）内の数字は、短時間勤務職員等の人数（外数） 
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 （級別の基準となる職務） 

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 

一般職 

補助的又

は定型的

な業務を 

行う担当者

担当者 

相当高度

な知識経

験を必要

と す る 

担 当 者 

係長及び 

主  査 

相当高度

な知識経

験を必要

とする係長

及び主査 

課 長 

相当高度

な知識経

験を必要

とする課長

部 長 

(4) 昇給 

区        分 一  般  職 

本 

年 

度 

職  員  数  （Ａ）  （人） 169 

昇給に係る職員数 （Ｂ）  （人） 159 

号給数内訳 

１号給（人） 0 

２号給（人） 18 

３号給（人） 3 

４号給（人） 138 

比  率  （Ｂ） ／ （Ａ）  （％） 94.1 

前 

年 

度 

職  員  数  （Ａ）  （人） 169 

昇給に係る職員数 （Ｂ）  （人） 157 

号給数内訳 

１号給（人） 0 

２号給（人） 14 

３号給（人） 4 

４号給（人） 139 

比  率  （Ｂ） ／ （Ａ）  （％） 92.9 

 (5) 特殊勤務手当 

区           分 一       般       職 

給 料 総 額 に 対 す る 比 率                  0.3％ 

支給対象職員の比率（５年１月１日現在）                  27.2％ 

支給対象職員１人当たり平均支給月額                                     3,639円 

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称                     終日・交替制勤務手当、特別手当 
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 (6) 期末手当・勤勉手当 

区  分 
支 給 期 別 支 給 率 

支給率計 

（月分） 

職制上の段

階、職務の 

級等による

加 算 措 置

備  考 
６月（月分） 12月（月分） 

本 年 度 
2.2 

 （1.15 ） 

2.2 

 （1.15 ） 

4.4 

（2.3 ） 
有  

前 年 度 
2.15 

 （1.125） 

2.15 

（1.125） 

4.3 

（2.25） 
有  

一 般 会 計

の 制 度 

2.2 

 （1.15 ） 

2.2 

 （1.15 ） 

4.4 

（2.3 ） 
有  

※ 支給期別支給率欄及び支給率計欄の（ ）内の数字は、再任用職員の支給率 

 (7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区    分 
20年勤続の者 

（月分） 

25年勤続の者 

（月分） 

35年勤続の者 

（月分） 

最 高 限 度

（月分） 
備   考 

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709  

一般会計の制度 

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.709 47.709  

(8) その他の手当 

区     分 一般会計の制度との異同 一般会計の制度 

扶 

養 

手 

当 

配 偶 者 

同     じ 

7,700円 

配 偶 者 以 外 の 扶 養 親 族 
子     10,100円 

父母等  7,700円 

配 偶 者 の な い 職 員 の 

扶 養 親 族 の う ち １ 人 

子    11,600円 

父母等  7,700円 

扶 養 親族でない配偶者が 

あ る 場 合 の う ち １ 人 

子     10,100円 

父母等  7,700円 

満16歳の年度初めから満22 

歳の年度末までの子（加算） 
5,500円 

地   域   手   当 同     じ 支給率 10％ 

住   居   手   当 同     じ 30,300円を限度 

通   勤   手   当 同     じ 
55,000円を限度 

（片道2ｋｍ未満を除く。） 
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

（単位 千円） 

事   項 限 度 額 

前 年 度 末 ま で の 

支払義務発生（見込）額 

当 該 年 度 以 降 の 

支払義務発生予定額 

左 の 財 源 内 訳 

期   間 金   額 期   間 金   額 企 業 債 
損 益 勘 定 

留保資金等 

水道料金等

徴収業務委託
1,137,726 

平成 29 年度から

令和 4年度まで

920,195 令和５年度 217,531 0 217,531

第 ４ 期

有馬浄水場

運 転 管 理

業 務 委 託

524,954 

令和 2 年度から

令和 4年度まで

102,300 

令和 5 年度から

令和８年度まで

409,200 0 409,200

第 ４ 期

逸見総合管理

センター水運用

運 転 管 理

業 務 委 託

511,328 

令和 2 年度から

令和 4年度まで

101,112 

令和 5 年度から

令和８年度まで

404,448 0 404,448

水道料金等

徴収業務委託
2,144,980 － － 

令和 6 年度から

令和 10 年度まで

2,144,980 0 2,144,980

水 道 管

整 備 工 事

(令和４年度) 
4,331,226 － － 

令和 5 年度から

令和 7年度まで

4,331,226 1,400,000 2,931,226

水 道 管

整 備 工 事

(令和５年度) 
3,650,659 － － 

令和 6 年度から

令和 7年度まで

3,650,659 1,450,000 2,200,659
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（単位 千円） 

事   項 限 度 額 

前 年 度 末 ま で の 

支払義務発生（見込）額 

当 該 年 度 以 降 の 

支払義務発生予定額 

左 の 財 源 内 訳 

期   間 金   額 期   間 金   額 企 業 債 
損 益 勘 定 

留保資金等 

水 道 電 気

設 備 整 備
94,408 － － 令和６年度 94,408 0 94,408

水道施設整備 282,224 － － 

令和 6 年度から

令和 7年度まで

282,224 0 282,224
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令和５年度横須賀市水道事業予定貸借対照表 

（令和６年３月31日現在） 

（単位 千円） 

資   産   の   部 

１ 固 定 資 産  

 (1) 有形固定資産  

  ア 土      地  2,481,408 

  イ 建      物  9,973,481

  ウ 構   築   物  160,618,600

  エ 機 械 及 び 装 置          21,604,180

  オ 車 両 運 搬 具          102,766

  カ 工具、器具及び備品  1,408,379

   減 価 償 却 累 計 額           △111,923,613

   減 損 損 失 累 計 額             △1,021,559 80,762,234 

  キ 建 設 仮 勘 定    586,887 

   有形固定資産合計  83,830,529

 (2) 無形固定資産  

  ア 地  上  権  1 

  イ 施 設 利 用 権 10,162 

  ウ 電 話 加 入 権 889 

  エ ソ フ ト ウ ェ ア        61,908 

   無形固定資産合計   72,960

 (3) 投資その他の資産  

  ア 出 資 金   12,295,767 

  イ 長 期 性 預 金    800,000 

投資その他の資産合計    13,095,767
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   固 定 資 産 合 計 96,999,256 

２ 流 動 資 産  

 (1) 現 金 預 金   2,439,887

 (2) 未  収  金  1,187,878 

     貸 倒 引 当 金      △17,945 1,169,933

 (3) 貯  蔵  品   6,182

 (4) 前  払  金      890,824

   流 動 資 産 合 計    4,506,826 

   資 産 合 計  101,506,082 

負   債   の   部 

３ 固 定 負 債  

 (1) 企 業 債  

  ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
  18,130,548 

   企 業 債 合 計   18,130,548

 (2) 引 当 金  

  ア 退職給付引当金     1,386,249 

   引 当 金 合 計      1,386,249

   固 定 負 債 合 計 19,516,797 

４ 流 動 負 債  

 (1) 企 業 債  

  ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
   1,022,504 

   企 業 債 合 計   1,022,504

 (2) 未  払  金   1,845,179

 (3) 未 払 費 用   28,758

 (4) 前  受  金    1,704
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 (5) 引 当 金  

  ア 賞 与 引 当 金       112,083 

   引 当 金 合 計   112,083

 (6) 預  り  金        60,176

   流 動 負 債 合 計 3,070,404 

５ 繰 延 収 益  

 (1) 長 期 前 受 金  

  ア 補   助   金  2,041,721 

  イ 受贈財産評価額  11,740,558 

  ウ 寄   附   金  316,023 

  エ 負 担 金 24,901,126 

  オ その他長期前受金   134,689 

     収益化累計額  △25,010,276 

   長 期 前 受 金 合 計     14,123,841

   繰 延 収 益 合 計    14,123,841 

   負 債 合 計   36,711,042 
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資   本   の   部 

６ 資  本  金  

 (1) 資  本  金  

  ア 固 有 資 本 金 588,647 

  イ 繰 入 資 本 金 12,295,767 

  ウ 組 入 資 本 金    45,557,976 

   資 本 金 合 計     58,442,390 58,442,390 

７ 剰  余  金  

 (1) 資 本 剰 余 金

  ア 受贈財産評価額   1,177,931 

  イ 負 担 金      419,174 

   資 本 剰 余 金 合 計  1,597,105

 (2) 利 益 剰 余 金

  ア 半原水源系統施設 

    撤 去 等 積 立 金 
2,044,612 

  イ 当 年 度 未 処 分 

    利 益 剰 余 金 
   2,710,933 

   利 益 剰 余 金 合 計     4,755,545

   剰 余 金 合 計    6,352,650 

   資 本 合 計   64,795,040 

   負 債 資 本 合 計  101,506,082 
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注記 

 Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

   (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 貯蔵品         移動平均法による原価法 

      （貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  ２ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

ア 減価償却の方法    定額法 

      （ただし、口径100ミリメートル以下の配水管及び直接需要者の用に供する量水器で

ある取替資産については、取替法による。） 

イ 主な耐用年数 

建物          15～50年 

構築物         20～60年 

機械及び装置      ８～20年 

車両運搬具       ３～５年 

工具、器具及び備品   ５～８年 

   (2) 無形固定資産 

ア 減価償却の方法    定額法 

イ 主な耐用年数 

  地上権        ５年 

施設利用権      20年 

ソフトウェア      ５年 

  ３ 引当金の計上方法 

   (1) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上して

いる。 

   (2) 退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当要支給額に相当する金

額を計上している。 

   (3) 賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 
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 Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

   (1) 貸倒引当金の取崩し 

当年度において、債権の不納欠損による損失 3,300千円に充てるため、貸倒引当金 

3,300千円を使用する。 

   (2) 賞与引当金の取崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出

331,475千円に充てるため、賞与引当金 106,919千円を使用する。 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

   横須賀市水道事業では、水道事業のみを運営しているため、事業全体を一つのセグメントと

して区分している。 

Ⅳ．減損損失 

  １ グルーピングの方法 

    水道事業会計において使用している固定資産については、水道水の製造から販売まですべ

ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、１つの資産グループ

としている。なお、遊休資産等については、個々の物件ごとにグルーピングしている。 

２ 減損損失を認識した資産グループ等の概要 

   (1) 減損の兆候が認められた固定資産又は固定資産グループ（減損損失を認識した固定資

産又は固定資産グループを除く。） 

ア 固定資産又は固定資産グループの内容を理解するために必要と認められる事項の概

要 
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 固定資産又は固定資産グループの概要は以下のとおりである。 

場所 名称 用途 種類 
土地面積

（㎡） 
帳簿価額(円) 
令和6年3月31日現在

横須賀市浦賀 旧浦賀配水池 遊休資産 土地 8,633 1,568,078

横須賀市坂本町 旧汐見配水池 遊休資産 土地 1,484 35,230

横須賀市東逸見町 旧沢山配水池 遊休資産 土地 1,138 32,469

横須賀市須軽谷 旧須軽谷配水池 遊休資産 土地 751 5,500,666

横須賀市佐野町 旧富士見配水池 遊休資産 土地 535 715,935

横須賀市秋谷 
旧秋谷ポンプ所 

ほか 
遊休資産 土地 747 21,644,855

横須賀市阿部倉 旧阿部倉配水池 遊休資産 土地 118 1,707,574

横須賀市津久井 
旧津久井 

テレメータ室 
遊休資産 土地 68 1,289,853

横須賀市田浦町 
旧月見台住宅 

配水槽 
遊休資産 土地 43 83,400

葉山町下山口 旧秋谷配水池 遊休資産 土地 873 8,101,548

藤沢市渡内 旧渡内ポンプ所 遊休資産 土地 1,364 14,437,162

愛甲郡愛川町 

半原ほか 

旧半原水源地 

ほか 
遊休資産 土地 17,819 4,787,294

横須賀市長瀬 
旧長瀬 

資材管理所 
遊休資産 土地 1,094 33,758,143

計 34,667 93,662,207

 ※ 上記の表には、前年度以前に減損損失を計上し帳簿価額が備忘価額の資産は記載
していない。 

イ 認められた減損の兆候 

  上記資産は、遊休状態にあるため減損の兆候を把握した。 

ウ 減損損失を認識するに至らなかった理由 

  上記資産は、路線価による相続税評価額、固定資産税評価額又は不動産鑑定士によ

る鑑定評価額を参考に算出した評価額が帳簿価額を上回る見込みであることから、減

損損失を認識していない。 

   (2) 減損損失を認識した固定資産又は固定資産グループ 

      なし 

 Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 
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令和４年度横須賀市水道事業予定損益計算書 

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで） 

（単位 千円） 

１ 営  業  収  益  

 (1) 給 水 収 益  8,519,985 

 (2) 受託工事収益  64,862 

 (3) その他営業収益    283,171 8,868,018

２ 営 業 費 用  

 (1) 原 水 費  90,844 

 (2) 浄 水 費  628,896 

 (3) 配 水 費  1,101,736 

 (4) 給 水 費  802,209 

 (5) 受 託 工 事 費  41,686 

(6) 共 同 施 設
  維 持 負 担 金 780,532 

(7) 受 水 費  1,573,610 

(8) 業 務 費  250,072 

 (9) 総  係  費  478,010 

 (10) 減 価 償 却 費  3,269,486 

 (11) 資 産 減 耗 費      189,796   9,206,877

  営  業  利  益  △338,859 

３ 営 業 外 収 益  

 (1) 水道利用加入金  163,110 

(2) 受 取 利 息
   及 び 配 当 金   5,578 

 (3) 他会計補助金  11,946 

 (4) 長期前受金戻入  668,455 

 (5) 雑  収  益     156,776 1,005,865

４ 営 業 外 費 用  

(1) 支払利息及び
   企業債取扱諸費 93,941 

 (2) 雑  支  出      1,339     95,280     910,585 
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  経  常  利  益  571,726 

５ 特 別 利 益  

 (1) 過  年  度 
   損 益 修 正 益       2,728       2,728

６ 特 別 損 失  

(1) 減 損 損 失 31,992 

 (2) 過  年  度 
   損 益 修 正 損   4,545 

 (3) 半 原 水 源 
   系 統 整 理 費    81,179      117,716 △114,988 

７ 予  備  費  

 (1) 予  備  費       15,000      15,000   △15,000 

当 年 度 純 利 益  441,738 

   前 年 度 繰 越 
   利 益 剰 余 金    0 

   その他未処分利益 
   剰 余 金 変 動 額  1,064,194 

   当 年 度 未 処 分
   利 益 剰 余 金   1,505,932 
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令和４年度横須賀市水道事業予定貸借対照表 

（令和５年３月31日現在） 

（単位 千円） 

資   産   の   部 

１ 固 定 資 産  

 (1) 有形固定資産

  ア 土      地  2,481,408 

  イ 建      物  9,990,681

  ウ 構   築   物  157,095,666

  エ 機 械 及 び 装 置          20,978,993

  オ 車 両 運 搬 具          99,851

  カ 工具、器具及び備品  1,377,098

   減 価 償 却 累 計 額           △109,148,484

   減 損 損 失 累 計 額             △1,021,559 79,372,246 

  キ 建 設 仮 勘 定   563,252 

   有形固定資産合計  82,416,906

 (2) 無形固定資産

  ア 地   上   権  6 

  イ 施 設 利 用 権 10,971 

  ウ 電 話 加 入 権 889 

  エ ソ フ ト ウ ェ ア      24,239 

   無形固定資産合計   36,105

 (3) 投資その他の資産  

  ア 出 資 金   12,295,767 

  イ 長 期 性 預 金     800,000 

投資その他の資産合計    13,095,767
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   固 定 資 産 合 計 95,548,778 

２ 流 動 資 産  

 (1) 現 金 預 金   3,510,554

 (2) 未  収  金  1,191,178 

     貸 倒 引 当 金      △17,250 1,173,928

 (3) 貯  蔵  品   6,182

 (4) 前  払  金      889,619

   流 動 資 産 合 計 5,580,283   

   資 産 合 計  101,129,061 

負   債   の   部 

３ 固 定 負 債  

 (1) 企  業  債  

  ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
  17,651,801 

   企 業 債 合 計   17,651,801

 (2) 引 当 金  

  ア 退職給付引当金    1,219,211 

引 当 金 合 計     1,219,211

   固 定 負 債 合 計 18,871,012 

４ 流 動 負 債  

 (1) 企  業  債  

  ア 建設改良費等の財源に

充てるための企業債
   1,059,380 

   企 業 債 合 計   1,059,380

 (2) 未  払  金   1,845,179

 (3) 未 払 費 用   28,382

 (4) 前 受 金    1,704
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 (5) 引 当 金  

  ア 賞 与 引 当 金       106,919 

   引 当 金 合 計   106,919

 (6) 預 り 金        60,176

   流 動 負 債 合 計    3,101,740 

５ 繰 延 収 益  

 (1) 長 期 前 受 金  

  ア 補   助   金  2,028,500 

  イ 受贈財産評価額  11,801,692 

  ウ 寄   附   金  319,913 

  エ 負 担 金 24,866,718 

  オ その他長期前受金   136,347 

     収 益 化 累 計 額  △24,557,294 

   長 期 前 受 金 合 計     14,595,876

   繰 延 収 益 合 計    14,595,876 

   負 債 合 計   36,568,628 
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資   本   の   部 

６ 資  本  金  

 (1) 資 本 金

  ア 固 有 資 本 金   588,647 

  イ 繰 入 資 本 金   12,295,767 

  ウ 組 入 資 本 金    45,557,976 

   資 本 金 合 計     58,442,390 58,442,390 

７ 剰  余  金  

 (1) 資 本 剰 余 金

  ア 受贈財産評価額 1,177,931 

  イ 負 担 金      419,174 

   資 本 剰 余 金 合 計  1,597,105

 (2) 利 益 剰 余 金

  ア 建設改良積立金  956,714 

  イ 半原水源系統施設 

    撤 去 等 積 立 金 
2,058,292 

  ウ 当 年 度 未 処 分 

    利 益 剰 余 金 
   1,505,932 

   利 益 剰 余 金 合 計     4,520,938

   剰 余 金 合 計    6,118,043 

   資 本 合 計   64,560,433 

   負 債 資 本 合 計  101,129,061 
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注記 

 Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

   (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 貯蔵品         移動平均法による原価法 

      （貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  ２ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

ア 減価償却の方法    定額法 

      （ただし、口径100ミリメートル以下の配水管及び直接需要者の用に供する量水器で

ある取替資産については、取替法による。） 

イ 主な耐用年数 

建物          15～50年 

構築物         20～60年 

機械及び装置      ８～20年 

車両運搬具       ３～５年 

工具、器具及び備品   ５～８年 

   (2) 無形固定資産 

ア 減価償却の方法    定額法 

イ 主な耐用年数 

  地上権        ５年 

施設利用権      20年 

ソフトウェア      ５年 

  ３ 引当金の計上方法 

   (1) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上して

いる。 

   (2) 退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当要支給額に相当する金

額を計上している。 

   (3) 賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 
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 Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

   (1) 貸倒引当金の取崩し 

当年度において、債権の不納欠損による損失 3,300千円に充てるため、貸倒引当金 

3,300千円を使用する。 

   (2) 退職給付引当金の取崩し 

当年度において、退職手当の支給 28,296千円に充てるため、退職給付引当金 28,296千

円を使用する。 

   (3) 賞与引当金の取崩し 

当年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支出

321,051千円に充てるため、賞与引当金 106,881千円を使用する。 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

   横須賀市水道事業では、水道事業のみを運営しているため、事業全体を一つのセグメントと

して区分している。 

Ⅳ．減損損失 

  １ グルーピングの方法 

    水道事業会計において使用している固定資産については、水道水の製造から販売まですべ

ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、１つの資産グループ

としている。なお、遊休資産等については、個々の物件ごとにグルーピングしている。 

２ 減損損失を認識した資産グループ等の概要 

   (1) 減損の兆候が認められた固定資産又は固定資産グループ（減損損失を認識した固定資

産又は固定資産グループを除く。） 

ア 固定資産又は固定資産グループの内容を理解するために必要と認められる事項の概

要 
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 固定資産又は固定資産グループの概要は以下のとおりである。 

場所 名称 用途 種類 
土地面積

（㎡） 
帳簿価額(円) 
令和5年3月31日現在

横須賀市浦賀 旧浦賀配水池 遊休資産 土地 8,633 1,568,078

横須賀市坂本町 旧汐見配水池 遊休資産 土地 1,484 35,230

横須賀市東逸見町 旧沢山配水池 遊休資産 土地 1,138 32,469

横須賀市須軽谷 旧須軽谷配水池 遊休資産 土地 751 5,500,666

横須賀市佐野町 旧富士見配水池 遊休資産 土地 535 715,935

横須賀市秋谷 
旧秋谷ポンプ所 

ほか 
遊休資産 土地 747 21,644,855

横須賀市阿部倉 旧阿部倉配水池 遊休資産 土地 118 1,707,574

横須賀市津久井 
旧津久井 

テレメータ室 
遊休資産 土地 68 1,289,853

横須賀市田浦町 
旧月見台住宅 

配水槽 
遊休資産 土地 43 83,400

葉山町下山口 旧秋谷配水池 遊休資産 土地 873 8,101,548

藤沢市渡内 旧渡内ポンプ所 遊休資産 土地 1,364 14,437,162

愛甲郡愛川町 

半原ほか 

旧半原水源地 

ほか 
遊休資産 土地 17,819 4,787,294

横須賀市長瀬 
旧長瀬 

資材管理所 
遊休資産 土地 1,094 33,758,143

計 34,667 93,662,207

 ※ 上記の表には、当年度以前に減損損失を計上し帳簿価額が備忘価額の資産は記載
していない。 

イ 認められた減損の兆候 

  上記資産は、遊休状態にあるため減損の兆候を把握した。 

ウ 減損損失を認識するに至らなかった理由 

  上記資産は、路線価による相続税評価額、固定資産税評価額又は不動産鑑定士によ

る鑑定評価額を参考に算出した評価額が帳簿価額を上回る見込みであることから、減

損損失を認識していない。 

   (2) 減損損失を認識した固定資産又は固定資産グループ 

     ア 固定資産又は固定資産グループの内容を理解するために必要と認められる事項の概

要 
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固定資産又は固定資産グループの概要は以下のとおりである。 

場所 名称 用途 種類 
土地面積

（㎡） 
帳簿価額(円) 
令和5年3月31日現在 

減損損失の 

金額(円) 

横須賀市 

武 

武山高区 

配水池 

遊休 

資産 

建物 

構築物 
－ 31,991,254 31,991,245

計 － 31,991,254 31,991,245

イ 減損損失を認識するに至った経緯 

上記資産は、用途を廃止した資産であり回収可能価額が帳簿価額を下回る見込みで

あるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上した。 

ウ 減損損失の金額及び固定資産の種類ごとの当該金額の内訳 

種類 減損損失の金額（円） 

建物  13,053,377  

構築物 18,937,868  

計  31,991,245  

エ 回収可能価額の算定方法 

当該資産は、稼働中施設内に残存する資産で売却しないため、回収可能価額は備忘

価額とした。 

 Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 
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